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ところが、この暫定基準は、首相の指示があってから、わずか３日間で仕上げるという急場凌ぎのものでしかありませんでした。


しかも、その新基準として出された三つの基準と保安院がまとめた３０項目の対策についても昨年３月に、既に政府と保安院が出していたものの焼き直しであり、しかも防潮堤のかさ上げは来年度に、緊急時の免震重要棟の建設は４年後の２０１６年に建設します、という工程表を出せば了解するという、「安全を確保する基準」とは、とても認められないものです。また、これらの基準には、相変わらず過酷事故を想定した対策は皆無となっています。福島の事故が「安全神話」に基づき、過酷事故を想定した対策やマニュアルがなかったために事態を最悪のものにしてしまった、という反省は全く生かされようとしていません。


これでは、到底、国民を納得させるものではありません。とりわけ、滋賀県民にとって大飯原発からは５０キロ圏内に高島市と近畿１４００万人の生命の水源であるびわ湖を抱えています。だからこそ、私たち滋賀県民は「フクシマ」の事故以来、原発問題を我がこととして真剣に考えてきましたし、政府・経済産業省と保安院や電力事業者など「フクシマ事故のＡ級戦犯」が全く信頼できないからこそ司法に対する期待があるわけであります。


余りにも無謀な大飯原発再稼動の「政治判断」、たった４人の政治家の判断によって、国家と国民が「取り返しのつかない過ち」の惨禍に見舞われることのないよう、近畿１４００万人の暮らしと地域・経済が、そしてかけがえのない豊かな自然とびわ湖が愚かな所業によって損なわれることのないよう、歴史に残る判断を下して頂くことを期待して意見陳述とします。


　　　　　　　　　　　　辻　義則（福井原発訴訟団長）　











大阪地方裁判所は，さる４月２７日，私たちが申し立てた大飯原発３号機，４号機の定期検査終了証交付処分の仮の差止め申立てについて，却下する旨の決定をしました。


　その理由は，「定期検査終了証の交付」が，行政事件訴訟法３条７項，３７条の４が定めた差止めの対象たる「行政処分」に当たらないということにあります。


　「行政処分とは，その行為によって直接国民の権利義務を形成し，またはその範囲を確定することが法律上認められるもの」とされています。私たちは，経産大臣が，その原発は技術基準に適合していると判断した上で行う「定期検査終了証の交付」によって，関西電力は，調整運転から営業運転に移行することが可能になるし，関西電力の権利義務に影響を与える行政処分に当たると主張しました。これに対し，裁判所は，定期検査終了証の交付がなくとも，関西電力は再稼働できる（国の主張をそっくり採用して）したがって、定期検査終了証の交付は，関西電力の権利義務に何らの影響を与えないと判断したのです。こんな不当な決定を許すわけにはいきません。５月７日には即時抗告の申し立てを大阪高裁に申し立てました。大阪地裁での本訴は６月５日に第２回目の公判が予定されていますが、これに先立って４月２４日に行われた公判での意見陳述（要旨）を紹介します。


大飯原発の再稼動については、４月１３日に野田首相と３閣僚による「政治判断」によって再稼動は「妥当」であると決定され、翌日には福井県知事に面談して了解を求める、などと急ピッチで進められようとしています。そもそも、この大飯原発の再稼動をめぐる動きは年明け以来、政府・経済産業省・保安院や原子力安全委員と関西電力が一体となって進めてきた「関西電力・大飯原発版やらせ」のようなものでした。


ところが、この「再稼動ありき」の既定のスケジュールでは国民の批判が強く、了解も得られないとして急遽、持ち出されたのが、再稼動のための暫定基準を設けるというものでした。





こんな時に消費税１０％増税とんでもない！県民集会


日時　６月３日(日)１０時開会　集会とデモ　　　　会場　大津市・膳所公園





日本科学者会議滋賀支部震災がれき問題専門委員会（委員長・畑明郎)が、先日行った滋賀県知事への申し入れを紹介します。








とを看過すべきでない。


１キログラム当たり100ベクレル以下の廃棄物にも、重金属、有害化学物質、アスベストなどが含まれている危険がある。東日本大震災による被災工場等から重金属、有害化学物質の流出、クロム・銅・ヒ素系の木材防腐剤を塗った柱材・角材の流出、建物の破壊によるアスベストの飛散・流出などが起こったからである。これらの廃棄物を一般廃棄物焼却炉で焼却した場合、処理できないので、焼却灰に残留したり、排ガスとして大気中に放散される危険性がある（注）。


また、災害廃棄物には再利用可能なものも多く含まれている。したがって、災害廃棄物の処理に当たっては、それに先立つ厳格な放射線管理はもとより、有害物質を含む廃棄物の厳格な事前検査と分別が不可欠である。そのためには何よりも発生地域の近くで処分することが必要となる。そうでないと十分な確認ができないまま処理することになり、住民の理解を得るのは難しい。阪神淡路大震災の災害廃棄物約2000万トンは、兵庫と一部大阪において約３年間でほとんど処分されている。しかし、今回は以上のような考慮が一切なされていない。





今回、政府が沖縄から北海道まで広域処理を要請したのは、自らが設定した「被災県外での広域処理」の原則に固執しているからである。被災地域にも防潮堤の建設をはじめガレキなど災害廃棄物の再利用ニーズは存在している。政府は、速やかに広域処理の原則を撤回し、放射性物質や有害物質を最大限封じ込め、被災地住民が納得できる合理的な処理体制に転換すべきである。


滋賀県としても以上の見地に立って、広域処理の受け入れをやめるとともに、政府に対して広域処理の原則の見直しを提起していただきたい。





（注）岩手県一関市で焼却灰から基準の５倍以上の六価クロムが検出され、宮城県気仙沼市ではヒ素を含む大量の鉱滓が流出し、岩手県大船渡港や宮城県岩沼市と名取市ではヒ素を含む海底泥が海岸に打ち上げられ、宮城県仙台市や石巻市では表層土壌から基準を超えるヒ素、フッ素、ホウ素などが検出された。


畑　明郎（日本科学者会議滋賀支部震災がれき問題専門委員会委員)








政府は、東日本大震災で生じた宮城・岩手両県の震災がれき(災害廃棄物)のうち、可燃物を中心に401万トンを被災地支援として広域処理（焼却、埋立）する方針を示し、被災３県以外の全都道府県、政令指定都市に受入れを求めた。


その際環境省は、１キログラム当たり240～480ベクレルの放射性物質を含む廃棄物は、一般廃棄物として焼却処理が可能、1キログラム当たり8000ベクレル以下の廃棄物は、一般廃棄物処分場に埋め立てが可能としたことから、放射性廃棄物の拡散につながるとの懸念が強まっている。関西広域連合は条件をきびしくして、受入れ廃棄物は100ベクレル以下、埋め立て可能な焼却灰は2000ベクレル以下とした。


広域処理対象の災害廃棄物の約４分の３は石巻地区のものであるが、環境省が公表している石巻市の災害廃棄物の測定結果は、１キログラム当たり平均で101ベクレル、繊維類では209ベクレルであり、関西広域連合の基準を上回る。群馬県伊勢崎市の一般廃棄物処分場では、１キログラム当たり1800ベクレルの焼却灰を埋め立て、大雨で放射性セシウムが排水基準を超えた(国はセシウムの排水基準を未だ設定していない)。


一般に廃棄物は、拡散させず発生地域で処理するのが原則である。ましてや放射性物質は、拡散を防止して封じ込めることが大原則であり、「被災地支援」の美名の下で全国に拡散させるのは常軌を逸している。ＩＡＥＡの国際基準では、放射性セシウム濃度が１キログラム当たり100ベクレルを超える場合は、低レベル放射性廃棄物として特別な管理が義務付けられており、焼却灰といえども例外を認めるべきではない。さらに、ＩＡＥＡの国際基準は内部被ばくを考慮していないので、100ベクレル以下でも低レベル放射性廃棄物であり、安全な廃棄物とは言えない。





滋賀県では、高島市、米原市、長浜市、湖北広域行政事務センターが焼却処理の受け入れを検討している。また、近江八幡市は琵琶湖岸の一般廃棄物処分場に焼却灰の埋め立てを検討している。しかし、１キログラム当たり2000ベクレルを上限としても、1万トン当たり最大200億ベクレルの放射性セシウムが埋め立てられることになる。セシウムの排水処理施設は整備されておらず、放射性セシウムの琵琶湖への漏洩も危惧されるので、受け入れるべきではない。


琵琶湖水量275億トンに比べてわずかに見えるが、汚染は一様ではなくホットスポットが生じ、底泥や魚介類に濃縮するこ











